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不動産所得
OUTLINE
●アパートなど不動産の貸付けによる所得は不動産所得。他の所得との合計額に所得税と住民税が課税。
●不動産所得は、収入金額から必要経費を差し引いて求める。赤字になった場合は、他の所得と損益通

算できる（土地等の取得に係る借入金利子対応部分の金額は、損益通算の対象とならない）。
●必要経費には、修繕費や固定資産税などのほか、借入金の利子や建物の減価償却費などが含まれる。
●一定の新築のアパートやマンションについては、減価償却費の割増しが認められる。

不動産所得となるもの
　アパート、事務所、マンション、貸家、貸間、ガレージ、宅地などの貸付けのほか、借地権の設定な
ども不動産所得となることがある。次のような場合は、要注意。
●貸間、下宿などでも食事の付いている場合は、事業所得又は雑所得
●事業主が従業員の寄宿舎などを提供している場合に受け取る賃貸料は、事業所得
●借地権の設定などにより一時的に受け取る権利金などは、原則として不動産所得（権利金が土地の時

価の2分の1を超えると、譲渡所得）
●ネオンサインや広告看板を取り付けさせる使用料は、不動産所得（屋内にあるものは、事業所得）

不動産所得の計算

　  総収入金額－必要経費＝不動産所得の金額

（1）総収入金額
　　　不動産所得を計算する際の総収入金額は、1月1日から12月31日までに収入の確定したもの。
　〈敷金・保証金等〉

（2）必要経費̶̶不動産所得を計算するときの必要経費̶̶

①　賃貸期間に関係なく返還しないこと
になっている場合

②　賃貸期間の経過に応じて返還しない
金額が増加することになっている場合

③　解約などの時に返還しなかった金額
が①の金額を超えている場合

その部分の金額は契約をした年の収入

増加する部分の金額はその年の収入

その超えている部分の金額は解約などのあった年の収入

①　租税公課

②　損害保険料
③　修繕費
④　支払利息

⑤　地代家賃
⑥　減価償却費

⑦　家族に支払う給料等

⑧　立退料

消費税、固定資産税、登録免許税、不動産取得税、印紙税、事業税など（所得税
と住民税は含まれない。また、登録免許税、不動産取得税は譲渡所得の計算にお
ける取得費になることもある）
賃貸している建物の火災保険料など
賃貸している建物の修繕費用
貸付け用の不動産を購入するために借りたローンの支払利子（ただし、不動産所
得が赤字の場合、土地等の取得にかかる借入金の利子の額に対応する部分の金額
は、損益通算の対象とならない）
貸付け用の不動産を賃借している場合に支払った地代や家賃
建物・建物附属設備・構築物等の償却資産について認められ、一定の新築貸家に
ついては割増しの特例がある。
貸付けが事業的規模で営まれている場合、青色申告者には青色事業専従者給与、
白色申告者には事業専従者控除が認められる。
家屋の建替えに伴う賃借人を立ち退かせるために支払うもの

個人版事業承継税制《個人の事業用資産の贈与税及び相続税の納税猶予制度》
OUTLINE
●事業承継の認定を受けた認定相続人・認定受贈者が平成31年1月1日から令和10年12月31日まで

の10年間に、相続等又は贈与により特定事業用資産を取得して先代の事業を継承していく場合、担
保の提供を条件に、その取得した特定事業用資産の課税価格に対応する相続税又は贈与税の全額の納
税を猶予又は免除する制度である。

●この制度は、事業用小規模宅地等の課税価格の特例との選択適用。(重複適用できない)。

個人の事業用資産の贈与税・相続税の納税猶予制度
　個人の事業用資産の贈与税及び相続税の納税猶予制度の概要は、以下のとおり。

【H31.1.1以後の相続・贈与に適用】
要　　件 内　　　　　容

先代経営者の要件

適用対象となる特
定事業用資産の範
囲

納税猶予税額の納
付を要する場合

納税猶予税額が免
除される場合など

贈与者が死亡した
場合

特定事業用資産を
現物出資して会社
を設立した場合

事業承継及び承継
後の手続き等

事業後継者（認定
受贈者・認定相続
人）の要件

　贈与者は贈与前において、被相続人は相続開始前において青色申告者であること。
①　受贈者・相続人は、平成31年4月1日から令和8年3月31日までの間に、都道府県

知事に提出した承継計画に記載された後継者であって円滑化法の認定を受けた認定受
贈者・認定相続人であること。

②　①の認定受贈者・認定相続人は、平成31年１月１日から令和10年12月31日まで
の10年間に、贈与又は相続により特定事業用資産を取得し、事業を継続していくこと。

③　認定受贈者は贈与後において、認定相続人は相続開始後において、青色申告の承認
を受けて正規の簿記の原則に従って記帳していること。

　認定受贈者の年齢は、18歳以上（令和4年3月31日以前は20歳以上）であ
ること。

①　受贈者・相続人は、平成31年4月1日から令和8年3月31日までに、認定経営革新
等支援機関の指導を受けた事業承継計画書を都道府県に提出していること。

②　認定相続人は、相続税の申告期限から3年毎に、所轄税務署長宛に継続届出書の提
出が必要。

　贈与者・被相続人の事業（不動産貸付業を除く。）の用に供されていた次に掲げる資産。
①　宅地等（面積400㎡までの部分に限る。）
②　建物（床面積800㎡までの部分に限る。）
③　建物以外の減価償却資産（青色申告決算書に記載されているもの）
　固定資産税が課税されているもの、営業用として自動車税・軽自動車税が課税されて
いる自動車、乗用自動車（取得価額が500万円以下の部分に対応する部分に限る）、機械、
器具備品（工作機械、パワーショベル、給油機、冷蔵庫、医療機器等）、生物（乳牛、果樹等）、
無形固定資産（特許権等）も適用対象となる。
　次に該当する場合には、納税猶予税額の納付が必要になる。
①　特定事業用資産に係る事業を廃止した場合：猶予税額の全額を納付する。
②　特定事業用資産を譲渡等した場合：その譲渡等部分に対応する猶予税額を納付する。
　次に該当する場合には、納税猶予税額が免除される。
①　承継計画に記載された後継者が死亡の時まで特定事業用資産を保有し、事業を継続

した場合など：全額免除
②　経営環境の変化を示す要件を満たす場合に、特定事業用資産の一括譲渡をした場合：

一部免除
　贈与者の死亡時には、特定事業用資産をその贈与者から相続等により取得したものと
みなして贈与時の時価により他の相続財産と合算して相続税を計算する。その際に、都
道府県知事の円滑化法の確認を受けた場合には、相続税の納税猶予の適用を受けること
ができる。
　相続税の申告期限から5年経過後に特定事業用資産を現物出資して会社を設立した場
合に、その認定相続人が設立会社の株式等を保有していること等の一定の要件を満たす
場合には、納税猶予の継続が認められる。
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　上記の算式で計算した「各年の償却費の額」（（調整前償却額））が、「取得価額×保証率（92ペー
ジ）」（（償却保証額））に満たなくなった場合には、次の算式によって各年の償却費の額を計算する。
●「償却保証額」に満たなくなった1年目の償却費の額

●「償却保証額」に満たなくなった2年目以降の償却費の額

　（取得価額 － 　　　　　　　）× 　　　　　　　　　 　＝
耐用年数に応じた
定率法による償却率

前年末までの
償却費の合計額

各年の償却費の額
（（調整前償却額））

（前年末の未償却残高）

　前年末の未償却残高 × 　　　　　　　　　　　 　＝ 償却費の額
耐用年数に応じた

「改定償却率」（93ページ）

　　　　　　　　　　　 × 　　　　　　　　　　　 　＝ 償却費の額
耐用年数に応じた

「改定償却率」（93ページ）
満たなくなった年の

「前年末の未償却残高」

●耐用年数経過時点で、1円まで償却する。
●年の中途で事業の用に供した場合は、償却費の額に「本年中の使用月数／12」を乗じる。

損益通算の特例
　不動産所得に赤字が生じた場合、他の所得の黒字の金額と通算（損益通算）できるが、その不動産所
得の赤字のうち、土地等を取得するために借り入れた負債（ローン）の利子に相当する額は、損益通算
の対象とならない。このため、賃貸マンションなどをローンで購入し、不動産所得の赤字を発生させ、
給与所得や事業所得の節税を図る方法は、大きくその効果を封じられている。
　土地と建物を一括して取得した場合は、まず、土地の取得価額を算出したうえで、その土地を取得す
るために借り入れた負債の額を計算する。マンションのように負債の額を土地と建物に区分することが
難しい場合には、その負債はまず建物の取得にあてられたものとすることができる（土地と建物は一つ
の契約で、1人の売主から取得することが条件）。

減価償却費
　必要経費の中でも、減価償却費は特に重要。建物や設備について、その取得費をもとに一定の耐用年
数の間で償却費を計上する。また、通常の修理の程度を超えて資産の価値を高めたり、使用可能年数を
伸ばしたりする支出も、「資本的支出」として減価償却の対象となる。
（1）耐用年数

　新築の建物や設備は、種類、構造、用途などによって耐用年数が決められている。

（2）減価償却費の計算方法
　定額法と定率法があり、個人事業主の場合、定率法を採用する場合は税務署長への届出が必要（た
だし、平成10年4月1日以降に取得した建物及び平成28年4月1日以後に取得した建物附属設備・
構築物については、定額法のみ）

●各年の償却費は、次の❶又は❷の区分に応じ、下記の算式により計算する。
❶　平成19年3月31日以前に取得した減価償却資産
　　イ　旧定額法

　　ロ　旧定率法

　　ハ　償却費の累積額が取得価額の95％相当額に達している場合
　必要経費算入額の累積額が、取得価額の95％相当額《償却可能限度額》に達している減価償却
資産は、その達した年の翌年以後5年間で、次の算式によって計算した金額を残額が1円になるま
で均等に償却する。

❷　平成19年4月1日以後に取得する減価償却資産
　　イ　定額法

　（取得価額 － 前年末までの償却費の合計額）× 　　　　　　　　　 　＝ 各年の償却費の額
耐用年数に応じた
旧定率法による償却率

　（取得価額 － 取得価額 × 95％ － 1円）÷ 5（年間） ＝ 償却費の額

　＊年の中途で事業の用に供した場合は、「本年中に事業の用に供した月数／12」を乗じる。

　 取得価額 × 定額法の償却率 ＝ 各年の償却費の額

●建物などの減価償却資産の耐用年数と償却率については、91～93ページ参照。

　　ロ　定率法
　平成19年4月1日から平成24年3月31日までの間に取得する減価償却資産と、平成24年4月1
日以降に取得する減価償却資産とでは、計算上採用する償却率・改定償却率・保証率が異なる。

定 　 額 　 法
（又は旧定額法）
定 　 率 　 法

（又は旧定率法）

資産が毎年同じだけ減価すると考え、償却費をその耐用年数の間で均等に
割り振る方法
償却費の額を初期に多く計上し、年が経つにつれ小さくなるように未償却
残額に対して毎年一定の率で償却する方法

　取得価額 × 0.9 × 　　　　　　　　　 　＝ 各年の償却費の額
耐 用 年 数 に 応 じ た
旧定額法による償却率

（前年末の未償却残高）

●中古の場合は、次の方法で計算した年数
　①　耐用年数の全部を経過したもの　　　　　　法定耐用年数×0.2
　②　耐用年数の一部を経過したもの　　　　　　法定耐用年数－（経過年数×0.8）

●国外で取得した中古建物を賃貸して不動産所得の基因となる業務の用に供している場合
に、その不動産所得の金額の計算上、損失が生じた場合でも、その国外不動産所得の損
失のうちに簡便法又は使用可能期間の見積法によって耐用年数を計算している国外中古
建物の償却費相当額の損失については生じなかったものとみなされ、他の損失との損益
通算はできない。【令和3年分以後の不動産所得の計算について適用】

88　　不動産を貸し付けたときにかかる税金
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　上記の算式で計算した「各年の償却費の額」（（調整前償却額））が、「取得価額×保証率（92ペー
ジ）」（（償却保証額））に満たなくなった場合には、次の算式によって各年の償却費の額を計算する。
●「償却保証額」に満たなくなった1年目の償却費の額

●「償却保証額」に満たなくなった2年目以降の償却費の額

　（取得価額 － 　　　　　　　）× 　　　　　　　　　 　＝
耐用年数に応じた
定率法による償却率

前年末までの
償却費の合計額

各年の償却費の額
（（調整前償却額））

（前年末の未償却残高）

　前年末の未償却残高 × 　　　　　　　　　　　 　＝ 償却費の額
耐用年数に応じた

「改定償却率」（93ページ）

　　　　　　　　　　　 × 　　　　　　　　　　　 　＝ 償却費の額
耐用年数に応じた

「改定償却率」（93ページ）
満たなくなった年の

「前年末の未償却残高」

●耐用年数経過時点で、1円まで償却する。
●年の中途で事業の用に供した場合は、償却費の額に「本年中の使用月数／12」を乗じる。

損益通算の特例
　不動産所得に赤字が生じた場合、他の所得の黒字の金額と通算（損益通算）できるが、その不動産所
得の赤字のうち、土地等を取得するために借り入れた負債（ローン）の利子に相当する額は、損益通算
の対象とならない。このため、賃貸マンションなどをローンで購入し、不動産所得の赤字を発生させ、
給与所得や事業所得の節税を図る方法は、大きくその効果を封じられている。
　土地と建物を一括して取得した場合は、まず、土地の取得価額を算出したうえで、その土地を取得す
るために借り入れた負債の額を計算する。マンションのように負債の額を土地と建物に区分することが
難しい場合には、その負債はまず建物の取得にあてられたものとすることができる（土地と建物は一つ
の契約で、1人の売主から取得することが条件）。

減価償却費
　必要経費の中でも、減価償却費は特に重要。建物や設備について、その取得費をもとに一定の耐用年
数の間で償却費を計上する。また、通常の修理の程度を超えて資産の価値を高めたり、使用可能年数を
伸ばしたりする支出も、「資本的支出」として減価償却の対象となる。
（1）耐用年数

　新築の建物や設備は、種類、構造、用途などによって耐用年数が決められている。

（2）減価償却費の計算方法
　定額法と定率法があり、個人事業主の場合、定率法を採用する場合は税務署長への届出が必要（た
だし、平成10年4月1日以降に取得した建物及び平成28年4月1日以後に取得した建物附属設備・
構築物については、定額法のみ）

●各年の償却費は、次の❶又は❷の区分に応じ、下記の算式により計算する。
❶　平成19年3月31日以前に取得した減価償却資産
　　イ　旧定額法

　　ロ　旧定率法

　　ハ　償却費の累積額が取得価額の95％相当額に達している場合
　必要経費算入額の累積額が、取得価額の95％相当額《償却可能限度額》に達している減価償却
資産は、その達した年の翌年以後5年間で、次の算式によって計算した金額を残額が1円になるま
で均等に償却する。

❷　平成19年4月1日以後に取得する減価償却資産
　　イ　定額法

　（取得価額 － 前年末までの償却費の合計額）× 　　　　　　　　　 　＝ 各年の償却費の額
耐用年数に応じた
旧定率法による償却率

　（取得価額 － 取得価額 × 95％ － 1円）÷ 5（年間） ＝ 償却費の額

　＊年の中途で事業の用に供した場合は、「本年中に事業の用に供した月数／12」を乗じる。

　 取得価額 × 定額法の償却率 ＝ 各年の償却費の額

●建物などの減価償却資産の耐用年数と償却率については、91～93ページ参照。

　　ロ　定率法
　平成19年4月1日から平成24年3月31日までの間に取得する減価償却資産と、平成24年4月1
日以降に取得する減価償却資産とでは、計算上採用する償却率・改定償却率・保証率が異なる。

定 　 額 　 法
（又は旧定額法）
定 　 率 　 法

（又は旧定率法）

資産が毎年同じだけ減価すると考え、償却費をその耐用年数の間で均等に
割り振る方法
償却費の額を初期に多く計上し、年が経つにつれ小さくなるように未償却
残額に対して毎年一定の率で償却する方法

　取得価額 × 0.9 × 　　　　　　　　　 　＝ 各年の償却費の額
耐 用 年 数 に 応 じ た
旧定額法による償却率

（前年末の未償却残高）

●中古の場合は、次の方法で計算した年数
　①　耐用年数の全部を経過したもの　　　　　　法定耐用年数×0.2
　②　耐用年数の一部を経過したもの　　　　　　法定耐用年数－（経過年数×0.8）

●国外で取得した中古建物を賃貸して不動産所得の基因となる業務の用に供している場合
に、その不動産所得の金額の計算上、損失が生じた場合でも、その国外不動産所得の損
失のうちに簡便法又は使用可能期間の見積法によって耐用年数を計算している国外中古
建物の償却費相当額の損失については生じなかったものとみなされ、他の損失との損益
通算はできない。【令和3年分以後の不動産所得の計算について適用】
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